





















寺西俊一  片山博文  暮 
はじ めに環境保全型土地税制の必要性




いわゆる開発  のプロセスは 土地利用の素材的側面から みるならば 農用地や森
林と いった 緑地 から 工業用地や住宅地と いった 宅地   の転換の過程と し て描く ことができ




程そしてその帰結と し ての 緑地減少 宅地増大 の過程であったと みなしてよいであろう  

と ころが 近年これまでは減少の一途を辿ってきた緑地が有する多面的な機能  とり わけ都市
地域における緑地が有する多様な環境保全上の諸機能 の意義が改めて評価されこの観点か
ら 緑地を保全していく こと の重要性に対する認識が高まってきている また こう し た背景から 日
本各地で緑地の 開発 か 保全 かをめぐる係争が繰り 広げられるよう になっているが このよう
な係争は 土地利用と いう 側面から みるならば 結局 緑地か宅地か と いう 形での土地利用をめ
ぐる政策問題と 密接不可分なかかわり をもつことにならざるを得ない し たがって 現実の土地利
用のあり 方に対して無視できない影響を与えている土地政策の体系およびその一環としての
役割をもつ土地税制のあり 方について改めて再検討してみること もきわめて重要な今 日的課題の
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こ こ で 緑地 とは 農地や森林地の他池沼 原野 ため池といった自然環境 また公園や街路
樹のよう なオープンスペースを含む広い概念と して用いている なお 都市緑地保全法では 緑
地 を 樹林地草地 水辺地 岩石地若しく はその状況がこ れらに類する土地が  良好な自然
的環境を形成し ているもの 第 条 と 規定している 
ここでいう 宅地 とは 土地登記簿に記載される地 目の一つで 建物の敷地およびその維持や























年にかけてのわが国における国土利用状況の推移を見ると 農用地  農地
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 であり 住宅地の増加量が最も大きい なお 道路は同期間中に  万 




 都市における農業 農地の役 割 『 都市問題』  年  月号 井上忠佳





 年  月号などを参乳 

 つになってきていると いえる 例えば 緑地の減少に歯止めをかけ むしろその保全を促してい
く よう な土地税制のあり 方を検討していく こと が 今後における必要かつ有効な方策かもしれない
この小論では このよう な意味で 環境保全を促す土地税制 以下 環境保全型土地税制
と呼ぶ についても一つの試論的な考察を行なってみたいと 考える もちろん ある地域における
緑地の保全状態やそれを含めた 自然環境の状態は 単に土地税制のみならず当該地域の土
地をめぐる社会的関係や土地政策体系など それら 総体のあり 方と 深い関係を有している ここで
土地をめぐる社会的関係とは 土地所有構造土地市場構造 地価の動態などを含むものである
ある地域の緑地や 自然環境の状態は これら の土地関連緒制度に大きな影響を受けている また
こ こでいう 土地政策とは 土地に関する私有権に対して何ら かの形で社会的介入を行なう こと を指
すこう した土地政策は 原理的にいえば ①土地の使用権に対する利用制限や利用規制 ②
土地の収益権に対する租税③土地の処分権に対する収用と いう  つの社会的介入の組み合
わせと して行われるが そこでの政策の 目的や重点の置き方 政策パッ ケージの具体的な構成に
よ って 緑地やそれを含めた地域の自然環境に与える影響は様々なものと なろう それゆえ 環
境保全型土地税制 の構築と 一 口にいっても その当否や有効性は 決して抽象的 個別的に判
断さ れるべきものではなく むしろ上述した諸制度や諸政兼との具体的 総合的な関連において
初めて十全に語り う るものであるが 以下では とり あえず土地税制に焦点をあてた考察を進めて
おき たいと 考える それは 以下のよ う な幾つかの理 由にもと づいている
第  に 土地利用に対する社会的な規制や制限が比較的弱い 日本においては 土地税制が有
する環境保全上の効果がそれなり に軽視できない意味を持っていること である 一般に 土地税
制は 土地の所有および所有権移転の各段階において課せら れるが 戦後の 日本における土
地税制は ①固定資産税に代表される土地保有税②相続税に代表さ れる土地取得税そして
③土地譲渡所得税の  つに大別される これらの土地税制は当初環境上の目的や効果を念
頭に置いて導入さ れたものではないが 事実上緑地や 自然環境の状態に無視できない影響を
及ぼしてきた可能性が否定できない 例えば 固定資産税の引き上げは農業 林業など一般に収
益性の低い緑地経営を圧迫するものと なり う るし 過大な相続税は世代間にまたがる緑地経営の
継続を困難にすると いう 効果をもつまた土地譲渡所得税の優遇は 土地の流動化を促進し 緑
地の宅地転換を容易にする 実際 戦後の 日本における開発のプロセスにおいては 既存の土
地税制が緑地の減少に少なからぬ影響を与えてきたことは否定できないであろう 特に土地税制
の太宗である固定資産税と 相続税は 都市に残された農地をはじめと する緑地の宅地転換を促
す一つの 制度的圧力 と し て機能してきたし 現在もなお そのよう に機能し続けている もし仮に
緑地保全を通じた環境保全を重視しよう と するならば これらの既存税制を環境政東上の見地か
ら 体系的に見直しを図っていく こと が おそらく 喫緊の課題だと いえよう
第 の理由は 近年国際的にみても 環境保全型税制改革 の一環と して 土地税制を含む 
華山謙『 現代の土地神話』 朝 日新聞社  年  
 既存の税制全体を再設計していく ことの重要性 や必要性 が高まってきていることである 周知のよ
う に 現在幾つかの  諸国では 税制を環境 目的に活用しよう とする動きがますます強まっ
てきているこう したなかでいえばとく に土地税 制は土地利用のあり 方に最も直接 的な影響を
与える制度として 環境保全を視野に入れた税制改革の重要な焦点の一つとして位 置づけられる
必要がある しかし 少なく と もこれまでの 日本 においては環境保 全と土地税制の関連をめぐる
問額を正面から論じたものはほとんどなかったといってよい この理 由はこれまでの環境と 税制を
めぐる一連の議論 における視野がいわゆる 環境税 たとえば 炭素税 のよう な新税の導入 問
題 にほとんど限定されてきたからである これまでの 日本において主と して議論されてきたのは 環
境に否定的な影響を与える 
するという  をめぐるものであった 確かに この種の議論は 環境政策 に関する
経済学では 外部不経済 という 概念が用いられている に謀税
つの基本 的な領域  のう ちで とく に汚染 防止 の課題 においてはそれなり の理
論的な有効性を持ちう るといってよいしかし 土地利用のあり 方と 密接不可分に関連する環境 政
策の領域という 点では そう した汚染 防止 の課題より も むしろ自然保護 




の課題とのかかわり の方がより 深いといえる また これら後
者  つの課題 においてはそもそも  
い それゆえ 環境保全を促 す土地税制 の構 築を 外部不経済の内部化 という ピグー税的な
議論の延長上で位置づけることには理論上の大きな限界があるといわざるを得ないむしろこれ
は 環境保全の観点に立った既存の税制全般 に関する新たな見直しと改革すなわち すでに述
べた 環境保全型税制改革 の一環として構想 されるべきものであろう
ところで一般に土地税制には ①財源調達機 能②資源配分機能③所得再分配機 能 ④供
給促進機能⑤地価の安定機 能といった盤つかの機 能があるとされる こう した税制の機能論と
いう 観点からみれ ば既存の土地税制を環境保全の見地から再検討するという 前述した要請は
多面的な諸機 能を有する土地税制を いかにして緑地保全 的な土地利用を促 進するよう な資源
配分機 能を重視する方 向で組み替えていく かという 課題だと言い換えてもよいであろう この課題
は もとより このよう な小論だけでは論じ尽く すことは到底できない大きなテーマである それゆえ
この小論では既存の土地税制のなかでも中心的な位置を占めている固定資産税 に当面の検討
対象を限定して 若干の考察を加えてみることにしたい以下では まず初めに固定資産税 が戦
後 日本 における開発のプロセスにおいて果たしてきた役割 に関して便宜上 ∋工業化  緑地 
工業用地 および②都市化  緑地 住宅地 と いう つの過程 に分け それぞれ戦後 日本を例 に
とり ながら 歴 史的な検証にもとづく 考察を進 め最後 に この小論のまとめとして 今 後における 
とは何か を規定すること自体が概 して困難な場合が多

 『 環境と 税制 相互補完的な政策を目指して』 石弘光監訳有斐閣 年
凍境政策の つの領域およびそれらと 環境保 全型税 制改革 との関連 については 寺西俊
一 現代の環境政策と 『 環境税』 の基本的意義 石弘光編『 環境税』 東洋経済新報社 年
第 章 を参照 
田中啓一 土地税制の改革課題 『 都市問題』 年  月 
 固定資産税の基本的な改革方向に関する試論を述べてみること と したい 
工業化と固定資産税 
戦後 日本の土地所有構造の特性
前節で述べたよう に 土地税制には土地の私有権に対する社会的介入と いう 土地政策の  

分野と しての側面がある したがって土地税制をある社会における具体的文脈の中で考察する
ためには その社会における土地の所有権がいかなる構造を有しているか と いう 土地所有権構
造の内容を押さ えておく こと が最低限必要と なる
と ころで 戦後の 日本における土地所有の基本構造を形作ったのは いう までもなく 農地改革で

ある 農地改革は 戦時農地立法と いわれた農地調整法の第二次改正法と 終戦後新たに制定

さ れた自作農創設特例措置法によって実施さ れ  年には基本的に完了した そして  









農地改革 一農地法によって形成された土地所有構造を 農地法的土地所有  と呼ぶならば そ

の特徴は 大きく 以下の  点にまと めら れよう 

第  に 比較的小規模の土地が多数の土地所有者問に分散して存在していると いう 分散的小
土地所有が土地所有構造の基調をなしていること である 農地改革は ノ 作地を中心に約  万
町歩の農地と 約  万町歩の牧野等を国が取得耕作農民に売却し その自作農化を図ったもの
であるが それは当時における全農地の約  割小作地の約  割 に及ぶものであり 当時の農家の
約 割にあたる  万戸に農地が解放された その結果 日本は 零細土地所有と 零細農業経営
が結合すると いう 特異の農業構造を持つこと と なった 
梶井功『 農地法的土地所有の崩壊』 財団法人農林統計委員会   年を参照 なお同書で
梶井は 農地法的土地所有 の基調である自作農による土地所有を 戦前の寄生地主制下にお
ける小作農予備軍と しての自作農と は区別し 地主制の復活や土地貸借関係が発生する可能性
を極力排し たものと しており 農地法的土地所有 と いう 概念を そのよう な戦後の 自作農的土地
所有のあり 方を規定する概念と して用いている ちなみに彼は 農地法における自作農概念と して
いえ の所有 家族協業自己完結性共同体的補完の  つを指摘している   
この分散的小土地所有と いう日本の土地所有構造の特性は 農業人 口比率の減少と 農地の
宅地の転換が進んだ現在においても 基本的には変わっていない   年における全国の土
地所有者数は  万人  年の  万人からみても  の増加である 地 目別では 田
畑の所有者が  年の約  万人から  年には  万人と 減少傾 向が見ら れる一方
宅地の所有者は   年の  万人から  年には  万人と の増加を示してい
る と く に住宅用地の所有者は   年の  万人から  年には  万人と の増
加である 『 土地 白書』 平成  年版 このよ う に 農地法的土地所有の特徴である分散的小 

 第 の特徴は 土地の所有権と 利用権が不可分の権利と して観念されていること である  と いう
のは 戦後農地改革以後の 日本では 農家や一般勤労者などによる小土地所有が支配的である
が 土地は彼らの生産 生活の土台として利用されており このよう な制度の下では 所有権と 利
用権は概して一体化したものと して機能しているからである 農地法第  条 農地はその耕作者
みずからが所有すること を最も適 当であると 認めてもって耕作者の地位の安定と 廃業生産力の
増進を図ること を目的と する と いう その根本規定にあるよう に 土地を耕すものがその土地を所有
すると いう のが農地法の精神であった そこには 個人にせよ法人にせよ力に任せて有限の国土
の相当量を所有 支配すべきではなく 国民の労働と 生活のための利用に即して土地は所有さ れ
るべきだという 考え方がある その意味で農地法的土地所有は 不労所得をもたらす地主的土
地利用や資本家的利潤を獲得するための資本的土地利用に対置される日本国憲法第 条
等に規定さ れた 生存権 を保障するための所有いわば 生存権的土地所有 と しての側面を有
していたのであった
この分散的小土地所有および所有と 利用の不可分性と いう日本の土地所有構造は 大土地
所有ないし土地所有の集中構造下で 所有と 利用の分離が進んでいるイギリ スの土地所有構造と
著しい対比をなしている イギリ スにおける土地所有の重要な特徴は 土地所有と 土地利用と を分
離し その利用に関しては厳しい公的規制を行なっていること であるが その背景には 土地所有
がごく 少数者に集中しているために その利用を所有と 分離すること が政治的に容易であったと い
う 事情がある日 日本では反対に 土地が多数の所有者に所有されているために 土地利用の厳
しい規制は 多く の場合私的所有権や財産権と の関係で広範囲の反発をう け 政治的に実現が
困難になっているのである
農地法的土地所有の第  の特徴は 土地市場の流動性が著しく 制限されていること である 農
地法の 自作農主義にあっては 土地はあく まで家族がその労働によって生活を成り 立たせるため
の最も重要な生産手段として位置づけられており 貸付の対象でもなく また不動産と して売買さ
れる対象でもないと 考えられている そのため農地法では 農地の権利移動統制  第  条 農地
転用の規制  第 条第  粂 などを通じて 農地の宅地転用に厳しい制限を課し ていた
以上 分散的 ト 土地所有所有と 利用の不可分性生存権と しての土地所有権土地賃貸 売
買市場の制限と いった戦後 日本の土地所有構造農地法的土地所有にみら れる特徴は 従来
農業生産の効率化と 農業経営の大規模化の必要性と いう 見地から その今 日的有効性や存続の
土地所有が 現在なお土地所有権構造の基調をなしている背景には いわゆる 持ち家政策 わ
が国における中心的な住宅政策と して採用されてきたと いう 経緯が 大きく 作用しているものと 思
われる 
このよう な所有観念は 通常 土地の所有権から利用権を切り 離し 公的規制の下に置く こ と を
罷める 相対的所有権 に対して 絶対的所有権 と 呼ばれている 
佐藤哲郎 開発政策下の土地対策管見 『 都市問題』 年  月 
宇佐美繁 石井啓雄 河相一成『 工業化社会の農地問題』 農文協   年  
高橋誠 イギリ スにおける土地税制 『 都市問題』 年 月  

 可否が議論されてきた しかし一方では 戦後国土開発と工業化を目指す産業資本 にと っても
この農地法的土地所有は資本蓄積を推し進めていく 上で極めて重大な障害をなしたのである
と いう のは 農地転用規制に代表される農地法の 自作農主義は直接的には自作農創設という
農地改革の成果の維持と地主制の復活防止を目的とし 農民の生存権的な土地耕作を保護する
こと を目指していたものであったがこの制限は同時に 農地の宅地転換により 工業用地を造成し
よう と する資本に対しても及んだからである すなわち 土地利用のあり 方を 開発と 保全 と いう 視
点からみるならば 農地法的土地所有は開発を抑制し緑地を保護する制度として事実上最も強
力に機能してきた制度であった と いう こと ができよう
したがって戦後 日本 において開発を促進するための様 々な制度 以下この開発推進を目的
と する制度体系を 開発体制 と呼ぶ を構築する際にも 農地法的土地所有がもたらす土地利用
の制限をいかに克服するかという 点は避 けて通ることのできない課暦であったそこで このよう
な制限を税制において克服すべく 開発体制 の制度 的構成 要素の一つと して組み込まれたの
が 土地保有税たる固定資産税である 
開発税制と しての固定資産税
固定資産税 は 戦後 日本の税体系の枠組みを規定したいわゆる シャウプ勧告 に基づき    
年の地方税法改正において従来の土地課税である地租および家屋税その他が統合され市
町村税として設定されたものである いま固定資産税の税制としての特徴を その前身である地
租 家屋税と の比較において示すならば それは以下の  点にまと められる 
第 に 課税対象に土地 家屋だけでなく 償却資産が加えられたことである シャウプ勧告は
この変更について 個人所得税および法人税 において 減価償却控除を認められているあらゆる
事業資産を包括するよう に 本税の対象を拡張する と 述べさらに次のよう にその理 由を展 開す
る 本税にはまた 商業および工業用施設に対する租税と して 地方税と しての特筆すべき長所
がある 本税 は 事業主またはその製品  の消費者に その事業がその地方の警察消防および
その他の保護をう けるその代償を支払わせるよう に義務を負わせている  すなわち いわゆる応
益主義の立場から 償却資産の課税対象  の編入を根拠づけているわけである
第 に その課税標 準が 従来の地租 家屋税 における賃貸価格 収益価格 から 資産価格  餐
本価格 に改められた地租 は当初地価を課税標 準にしていたが   年 に賃貸価格 に変更さ
れた そもそも地租の課税標準たる地価とは 農地の収穫から投入を減じたものを金銭に換算し
それを  分の利率で資本還元して得ら れた値であり 農地耕作の純利益を税源と していた  
年の改革は この地租の収益税的性格をより 明確 にするものであった シャウプ勧告では できれ 
以下の特徴づけは 主として蝦名賢造 主要地方税の負担構造 一固定資産税の場合 『 都
市問題』 年  月に依拠している 
福 田幸弘監修『 シャウプの税制勧告』 磨出版社  年  

 ぱ従来通り の 可能な限り 習熟した賦課方法を維持する方がよい と しながら も 資本価格を課税
標準と するこの変更について その利 点を つあげている それは 固定資産税に土地 建物
だけでなく 償却梁産を含める必要があること そして  資産再評価 における資産の過大評価を
防止する必要があること である こう して固定資産税 はその創設の当初から 資産課税的性格
と 収益課税的性格を併せ持つこと と なった
第 に 地租が国税家屋税が府県税であったのに対して固定資産税は市町村税と されたこと
である その背景には 地方 自治を発展さ せるため市町村財政に独 自の財源を付与すべきであ
ると いう 勧告の基本 方針 がある 終戦時における市町村の税収は国税付加税道府 県税付加
税市町村独立税目的税から構成されていたが その中心は付加税制度であった 固定資産




則を適用することが望ましいと する 新古典派的な税理論である 実際 イギリ スやアメ リ カと いった
アングロサクソン諸 国では かかる税理論に基づき 土地保有税が基礎 自治体財政収入の大半を
占めてきたことは周知の通り である
と ころで 上述のよう にもと もと シャウプ勧告の問題意識 にあったのは 地方 自治の強化を財政面
からいかに担保するかという こと であった すなわちその主眼と すると ころは 財政が有する政治的
機能の発揮であって 戦後の経済復興や新たな開発 向けた体制づく り といった 財政の経済的
側面はほと んど念頭に置かれていないまして 緑地 一宅地と いう 土地利用のあり 方に税制がどの
よう な影響を及ぼすかといった問題意識は全く 考慮の外にあったといってよいであろう しかしな
がら 戦後 日本 における土地所有構造や土地市場構造の特性を念頭に置く ならば この新しく 創
設された土地保有税 は土地利用に対して決して中立的ではなく 緑地の宅地転換を促す開発
指向性ないし 開発バイアス と でも呼ぶべき性格を帯びるに至ったのである
第  に 税徴収の主体たる市町村にと って 工業的土地利用が税収増をもたらす最も望ましい土
地利用形態と なったこと である 年固定資産税の創設により とく にその償却資産分が市町
村の有力な財源と なり 加えて翌 年の地方税法改正において市町村 民税の法人税割が創設
さ れたことにより 市町村 は大規模な工場設備や機械を有する大企業の誘致に関心を持つよう
になった また当時ド ッ ジラインによって公共事業費や地方配布税が削減され地方 自治体が極
度の財政難に悩まさ れていたと いう 事情も重なって多く の 自治体が工業誘 致政策を自治体政 
同上  
昭和 年度における市町村の税収構成は国税付加税  道府 県税付加税  市町村
独立税  目的税  である 市町村独立税の内訳は 市町村民税が 自転車税 
荷車税  であった 林栄夫 戦後のわが国租税構造の推移と その問題 『 都市問題』 年
月  
 策の根本ないし基本的な目標に据えるよう になったのである
戦後における自治体の工業誘致政策は このよう に自治体が誘致を自己の財源増加の手段と し
よう と したと ころにそれ以前とは異なる特色があるが それと同時に自治体の工業誘致に大きな
影響を与えたもう つの要因に触れておかなければなら ない それは固定資産税の創設と同年に
制定さ れた国土総合開発法であり この法律を根拠法と して策定さ れた全国総合開発計画     
年 新産業都市建設促進法    年 工業整備特別地域整備促進法    年 などの一
連の開発立法である その特色は 工場の集団立地を公共側と く に直接的には都道府県 市町
村などの自治体財政に担保さ せたことにある これら の法律は 工場立地工業用水産業道路
鉄道港湾など 新たに工業活動が行なわれるための基本的な条件整備から 進出企業従業員
の住宅用地の確保に至るまでを公共側に義務づけた 
こ れら一連の開発立法は 土地利用の転換と いう 面から みて 産業資本にと っても大きな意味を
持つものであった それは 行政権力を持ち財政投融資資金などを含む膨大な財政資金を有す
る公共側の協力なく して 用地取得をはじめと する工業地域の短期間の建設が 個別資本には困
難であったと いう 事情であるが 重要な点はそれだけではない すでに述べたよ う に 農地法的土
地所有を基調と する日本の土地所有構造下では 農家や林家などのノ ＼ 土地所有が支配的であり
土地は彼らの生産 生活の土台と して利用さ れていた これらの土地は もちろん商品と して流通
すること が可能であるが 一方では 小土地所有の下における土地売買は 売り 手の側から みれ
ば生産と 生活の根本条件の売却であって もと もと土地所有者は商品所有者と して存在している
わけではない し たがって こ のよう な状況の下では 緑地的土地利用か宅地的土地利用かと いう
開発と 保全をめぐる問題は 生存権的土地利用と資本的土地利用の対立と して現われる つまり
単なる土地利用の素材的側面をこえて 人権や社会的モラ ルの問題を含んだ対立と して現われる
のである そして問題がこのよう な利用と 利用の競合と して立てら れる限り は 資本的土地利用が
その優越性を主張することは難しい 実際 内陸地区における工業用地の個別資本による取得は 
年の農地法の制定以降  年の農地転用許可基準制定に至るまで 少なく と も法規上
は公共性に乏しいと さ れ厳しい制約下に置かれていた それゆえ 開発行為と その前提をなす
土地取得をスムースに行なう ためには 単なる個別資本の立場をこえた 何ら かの 公共性 を付
与さ れる必要がある それを可能にしたものこそ自治体の工業誘致政策であり また公共的な土
地取得を法的に担保したのが  年の新土地収用法であった かく して固定資産税は 必ず 
例えば 新産業都市建設促進法では 国及び地方公共団体は 建設基本計画を達成する
ために必要な工業用地 住宅及び住宅用地工業用水道 道路 鉄道港湾等の輸送施設 水
道及び下水道教育施設及び厚生施設 職業訓練施設その他の施設の整備の促進に努めなけ
ればなら ない 第  条 と 定めら れている 
土地収用法第  条では 公共の利益と なる事業の用に供するため土地を必要と する場合にお
いて その土地を当該事業の用に供すること が土地の利用上適正かつ合理的であると きはこ れ
を収用し 又は使用すること ができる と 公共利用優先の原則を定めている 

 も当初から その連関を意図されていたわけではないが国土総合開発法一土地収用法と いう 一
連の開発法体系と 有機 的な連関を有するものと して 戦後 日本における 開発体制 の一部をな
すこと と なったのである
次に 固定資産税の 開発バイアス と して第 に指摘できるのは 土地利用主体にと って 生存
権的土地利用では土地所有そのものを維持しがたく なったこと である そもそも土地保有税たる固
定資産税は 土地所有者の経済状態や土地利用形態に関わり なく 土地保有の事実そのものに
担税力を認めて課税すると いう 外形基準に基づく 物税であるが その課税額が土地収益をこえ
て引き上げら れるならば 固定資産税は元本侵食的な性格を有することになる この特性が 一般
に収益性が低い緑地経営により 大きな影響を与えることは言う までもない
このよう な一般的な傾向は日本における土地所有構造 地価構造のあり 方を念頭に置く と き
いっそう 現実性の高いものと なる 第  に日本の零細小土地所有の下では 大土地所有 中心の
イギリ スとは異なり 土地保有税が逆進的 大衆課税的性格を有すると いう 問題である 土地保有
税の負担額が小さい場合はと もあれ単一財産課税の下で税率の引き上げを続けていく と 同様
の土地 家屋を有していても所得が異なる場合には フロー所得を基準としてみると 負担の不均
衡が顕在化してく る 固定資産税の制定当時地方税の課税原則と して応益主義を採用するこ
と には一定の批判がみら れたが それはこのよう な理由によるものであった 第 に日本におい
ては地価が時には異常と もいえる上昇を示すために 固定資産税の負担額が収益性の点から 過
大になる傾向がある そこで問題になるのは 前節で触れた財産税および収益税と いう 固定資産
税の二重性格である 固定資産税は通常 収益税的財産税 と 規定さ れ両者の性格の混在を認
めた形と して理解さ れている 固定資産税が 資産の賃貸価格でなく 資産価格を課税標準にして
いる点に着 目すれば それは資産の価値に課される財産税と 考えられる 一方資産を所有する
ことによって得ら れるであろう と 予想される収益力に着 目し て課されるのだと 考えれば固定資産
税は収益税である この つの性格の混在は 地価が低位安定している場合にはそう でもないが
地価の上昇 暴騰時にはその矛盾が露呈されざるを得ない という のは 資産価値が高騰する中
で収益税としての性格を維持しよう と すれば 地価公示価格に対する固定資産評価額の 割 合の
著しい低下を容認せざるを得ず それはまた固定資産税の財産税と しての性格を否定することに
つながるから である
以上から明ら かなことは もし仮に土地の利用基準に 高位生産力 資本の活動 優先の規 
神野直彦 金子勝編『 地方に税源を』 東洋経済新報社 年  
例えば島恭彦は次のよう に述べている 住民団体と しての地方団体の現状から いえば 地方
団体の財政的強化即ち地方税の増徴が 地方の人民に軽く 財産所有者や高額所有者に重く
負担さ れねば 『 団体 自治』 と 『 人民 自治』 とは両立し得ない と ころが現在行われている地方税の
改革は正に逆であり しかもこの税制改革は基本的に地方 自治の理念から 側面的には応益原
則によって権威づけら れているものなのである 島恭彦『 地域論 島恭彦著作集 』 有斐閣  
年  
 準と 低位生産力 生活と 農業生産 優先の規準と いう  つの基準が設定可能ならば 固定資
産税は 前者の基準にもと づく 制度に他なら ないと いう こと である その意味で 戦後の 日本にお
ける土地利用の歴史を開発と 保全と いう 見地からみるならば それは農地法的土地所有と固定資
産税の対立と し て表現さ れてきたと いう こと ができる 国家はこの対立の中で 工業化においては
これまでみてきたよ う に 地方 自治体を 開発体制 の中に取り 込みつつ強力な開発政策の推進
によって農地法的土地所有を侵食してきたのであるが 都市化の局面においては 固定資産税の
減額 特例と いう 形で 政治的力関係を反映しつつ絶えざる制度改変と 妥協を繰り 返してきた そ




図り 同時に税負担を引き上げることによって農地の宅地転換を促進すると いう 捷案の是非をめぐ
る問題である この問題が大きな社会問題と してクローズアップされる背景にあったのは 都市部
における宅地化の進行と 地価の高騰であった その結果市街化区域内で隣接する農地と 宅地
の評価額の差が  倍単位面積当たり 税額が  倍から それ以上にもなったことが 租税
負担の不公平感を生み出す大きな要因と なったのである 
年都市計画法改正による市街化 区域 市街化調整区域の設定以来同問題について三
十年にわたり 行われてきた議論の中で 宅地並み課税反対論者が自説の論拠と してきたのは お
およそ次の  点であったと いってよい すなわち第  に 国内の農地 農業生産を維持し 食糧 自給
率を高めるべきであると する農業政策からの視点第  に 農地は都市型行政サービスから受ける
恩恵が相対的に小さく それゆえ応益主義に基づく 課税均等化は適用すべきではないと する税
理論からの視点  第  に 宅地並み課税は農地の 生存権的土地所有 を侵すものであると いう
所有論ないし人権論からの視点 そして第  は 都市農業を都市計画の構成部分と して積極的に
位置づけよう と する都市政策からの視点である これら の論点のう ち 第  と 第  の論点は土地政策
の目標をどこに定めるべきかと いう 政策論上の観点からのものであり 第  と 第  は土地制度の理
論的整合性から の論点である 宅地並み課税をめぐる論点は 社会情勢の変化に応じてその重
点の移動がしばしば見ら れるのであるが 論争過程全体を通じて最も大きな影響力を行使してき
たのは おそらく 第  と 第  の論点であったと 思われる
第 の所有論の視点から最も精微な議論を展開したのは 北野弘久による 固定資産税の人税 
石井啓雄 河相一成『 国土利用と 農地問題』 農文協   年  
この種の議論については 例えば米原淳七郎『 土地と 税制一土地保有税重課論批判』 有斐閣 
年 を参照 

 化 の主張である  北野は 地価の高騰により 一般の庶民や農民の生存的財産に対する固定資
産税までが地価対策のためには『 固定資産税課税の適正化』 を行なう べきであると いう 理由のもと
に異常に増大し 人々の生活を圧迫している と 述べ 農地の宅地並み課税について次のよう に
反対する 第  に 農地は当該農家にと って生存権的財産であり また 日本国民全体にと っても生
存権的財産であるから 憲法論上も担税力が極めて弱い 第  に 農地が農地として用いら れる
限り 譲渡さ れることがない つまり 農地などの生存権的財産については市民的取引きが行われ
ないわけであって自治省の 固定資産評価基準 が予定する売買実例価格なる ものは論理上存
在し得ない 第  に 固定資産税の宅地並み課税を行なっても 農地のごと き生存権的資産につ
いては土地の放出は行なわれず よって土地政策上も宅地並み吉 果 税を行なう 論拠は全く 存在し な
い 以上をふまえ 北野は 固定資産税を人権論の視点から その仕組み 自体を抜本的に改める
必要がある と 主張するのである その改革の基本方向は 徹底した物税論の観点から固定資産
の所有の実態を考慮しない画一的な課税を行なう 現行の仕組みを改め 各人の担税力に応じた
公平な負担を求める税制 と 人税化 を行なう こと である それはより 具体的には まず第  に
現代における土地所有の実態を例えば①生存権的土地所有②資産的土地所有③企業的土
地所有 ④投機的土地所有と いったよう に幾つかに類型化し 各類型にふさわしい課税標準 税
率の仕組みをそれぞれ規定する そして第  に 農地のよう な生存権的財産については 全く 非
課税にするか また課税すると しても収益還元価格を課税標準とし しかも低率の税率が課さ れる
べきであると する すなわち 利用形態に基づく 土地所有類型論と 一種の応能主義の導入が
彼の固定資産税人税化論の骨子をなすと いえよう
北野の捷唱した固定資産税人税化論とり わけその二元的土地評価論は 緑地や 自然環境を
保護する立場から固定資産税の改革を検討すると いう われわれの観点からしても 注 目すべき論
点を含んでいる そもそも 市街化区域 市街化調整区域と いう 線引きを導入した新都市計画法
にあっては 市街地 の概念そのものが極めて一般的 無限定的なものであった 同法の定める
市街化区域 には すでに市街化を形成している区域 および おおむね十年以内に優先的か
つ計画的に市街化を図るべき区域 が一括して含まれており そこでは当時の既成市街地も 農
地 山林など条件整備を待って初めて市街地と なるべき区域も 同様に 市街地 として観念され
ている つまり 市街化 区域に取り 込まれたことによって 様々な土地がその現実的な利用形態と
は無関係に 市街地 と されたのである 原田純孝は このよう な新都市計画法における線引き政
策の特徴を 以下の  点に整理している 第  に 土地が基本的に商品資産と して捉えら れ土
地利用の社会的公共的性格が看過されていること 第  に 土地が自由な商品である以上 宅地
市場の土地供給のイニシアティ ブが土地所有者の自由意志に委ねら れ 行政の関与と 責任 に 
以下の議論は 北野弘久 固定資産税制の現代的課題 日本土地法学会『 都市計画法 固
定資産税制の再検討』 有斐閣  年 所収 同 農地と自治体土地政策 『 都市問題』
年  月などを参照 
 よる計画的開発 整備と いう 政策論理が出てく る余地が極めて限定されていたこと 第  に 以上
の帰結と して 宅地と 農地と を峻別する論理が失われむしろ農地を含めた土地一般に対して
商品土地資産と しての性格を押し付けたこと である すなわち 新都市計画法における土地把
握の抽象性は 土地を商品と して捉え 商品化された土地市場において 土地所有者の自由意
志を介して都市形成を進めよう と する新都市計画法の基本姿勢によってもたらさ れているのである
そしてかかる方針の下で 土地の放出と土地市場形成の挺子と して機能すべく 想定さ れている用
具こそ 土地保有税と しての固定資産税に他なら ない
このよ う な新都市計画法の構造を見ると き 北野の固定資産税人税化論の基本戦略は明ら かで
あろう それは第  に 宅地と 農地を区別する論拠を土地の利用形態が土地所有者に対して有す
る意味の差異に求め 第  に 農地の 生存権的土地所有 と いう 所有実態を根拠に その商品的
性格を否定し そして第  に 農地の収益還元価格による評価に農地保全の方向性を見出そう と
し たものであった しかし同時に この 農地生存権的土地所有非商品収益還元価格によ
る固定資産税評価 と いう 北野説のシェマには 大きな問題点が含まれていた それは端的に
言えば 農家による農地所有は果たして本当に 生存権的土地所有 なのか と いう こと である
第  に 高度成長の過程で 生存権的土地所有 の前提条件をなしていた労働力市場環境が
大きく 変化したと いう 事情がある 戦前において 小作農民による地主の土地の耕作は まさに最
低の生存を維持するための耕作と 言ってよかった 農地改革はその土地耕作を 生存権を保障す
る自作農的土地所有に変え また農地法はそれを生存権的土地所有と して制度化した その根
底にあるのは 戦前 日本資本主義における低賃金構造と いう 労働力市場の特性であった  しか
し この低賃金構造は高度成長の過程で崩れ生きること が必ずし も農地にしがみつく こと ではな
く なり また農業外に豊富な就業の機会が存在するよう になる それに応じて 生存権的土地所有
と しての農地法的土地所有もまた実質的に解体し たと いわざるを得ない
第 の問題 は 地価高騰によって土地が生産手段から資産と 変化し それにと もなって農民に
よ る土地所有が 生存権的土地所有 から 資産的土地所有 へと 変質したこと である もちろん高
地価は 直ちに耕作放棄と土地の売却をもたらすわけではない しかし問題は 一方では都市に
おける農地所有者が農地並み課税によって優遇さ れながら その農地の存続は農地所有者の自
由に全く 任さ れていると いう こと である 農地所有が 生存権的土地所有 であるのか 資産的土地
所有 であるのかと いう ことは決して客観的に判断できるものではなく ひと えに農地所有者の営農
の意思と いう 主観的な要因にかかっており それを課税主体が判定することは著しく 困美 臣 である
そこで 農地所有者が地価の動向をう かがいつつ農地を低コスト で保有し 時期を見て転売価格
によって巨額の利益を得る と いう 事態が蔓延すること と なる このよう な状況が生ずる根本には 
大泉英治 山田良治編著『 戦後 日本の土地問題』 ミ ネルヴァ 書房   年  
大塚昭治 柘植徳雄 中林吉幸 菅沼圭輔『 土地を活かす英知と 政策』 農文協   年 
 
 先に述べたよう に 土地の商品化を促進し土地市場における土地所有者の 自由な発意を介して
宅地供給を図ろう と し た新都市計画法の制度的な問題点があること を指摘し なければなら ないが
同時に 土地増価益を農地保有者が個人的に取得し 土地所有を 資産的土地所有 と して実現
し てきたと いう のもまた事実なのである
以上から明ら かなよう に 農地保護を目的と して宅地並み課税の非課税を行なう 際に それを農
家による農地の生存権的土地所有によって根拠づけよう と する主張は 今 日ではその説得力をほ
と んど失っているといってよい しかしそのことは同時に これまで開発に対する最大の 対抗制
度 と して機能してきた農地法的土地所有が もはや緑地と自然環境を保護する論理と しては機
能しなく なったこと を意味する 新都市計画浩一固定梁産税と いう 都市土地利用の制度体系は
土地は開発すべきもの また利用から高い経済的 貨幣的収益が引き出せると いう 意味で 有効
利用 高度利用すべきものと いう 考え方から 成り 立っている このよう な制度的前提条件にあっては
農地 緑地の宅地並み裸税不適用は緑地所有者に対する補助金と しての性格を帯びざるを得
ないが 低賃金構造の解消と土地の 資産化 が進んだ現在 税制上の措置を通じて農地を保護
することは もはや社会的に受け入れ難いものと なったから である
そこで 農地の保護 を 農民の保護 ないし 農家による 農業経営の保護 と同一視し 後者か
ら 前者を根拠づけるのではなく いわば 農地を農地と して保護する 新しいアプローチが必要と な
ってく る 農地保護の必要性を農地所有者の個人的な経済的事情に帰着せしめるのではなく 農
地の社会的意義や公共性を直接的に認める論理が求められるのである すなわちそれは 農地
保護を都市政策の観点から根拠づける論理であり 都市農業や都市緑地を都市の必要不可欠な
構成部分と し て積極的に位置づけていく このよう な立場は 法制度上では 生産緑地法の体系と
し て表現さ れている 
生産緑地法改正と 都市緑地の展望 
年の都市計画法改正により 市街化区域はおおむね  年以内に市街化を図るべき ものと
さ れたのであるが 実際には思う よう に都市整備が進まず また都市計画法が計画実現のための
規制手段を持たなかったこと もあり スプロール的な乱開発が進行し た その結果市街化区域内
には長期にわたり 多く の農地が残存することになり これを都市計画制度の中でどのよう に位置づ
けるかが 大きな課題と なった   年の生産緑地法は 市街化区域内農地の環境機能およ
び公共 公益施設などの 多 目的保留地 と しての機能に着 目し これを都市計画上明確に位置
づけること をねらいと して制定さ れたものである その主内容は都市計画の立場から生産緑地の
農地並み課税を認めたものであり その意味で 市街化区域内農地を宅地化されるべき 宅地予
備軍 と し て位置づけた上で当面の税制上の措置とし て農地存続を認めていた都市計画法にお
ける農地保護の構造とは異なるものであった
ただこの生産緑地法は 当初面積要件が厳しく 指定期間も長く また農地保有者にと って今後
宅地並み課税がどのよう に推移していく かが明確ではなかったため 指定率は極めて低率にと ど 

 まった 一方   年には旧来の都市計画法の考え方にそった長期営農継続農地制度が導入
さ れるなど 都市農地をめぐる方針にはなお粁余 曲折があったが 最終的に  年の生産緑地
法の改正によって 市街化区域内農地の取扱いは 制度上は一応の決着をみること と なる
生産緑地法を中心と する改正の主な内容は以下の  点である 第  に 市街化区域内農地を
宅地化する農地と 保全する農地とに明確に区分し 宅地化する農地については地区計画 土地
区画整理事業などにより 計画的な宅地化を図ること と し 保全する農地については 市街化調整
区域の編入  いわゆる 逆線引き または生産緑地地区の指定を行なう 第  にこの改正に対
応して 長期営農継続農地制度を  年度で廃止する一方 宅地化する農地は翌年度から宅
地並み課税の対象とし 保全する農地と して生産緑地に指定された農地については   年の営
農継続を条件に農地並み課税を適用する 第  に自治体による農地保全策の一環と して自治
休の生産緑地買い取り 制度を新たに導入する 生産緑地指定から  年経過後あるいは営農継
続不可能な事態が生じた場合には 所有者は自治休に時価での買い取り を申請でき 自治体は 
カ 月以内に買い取るか否かの通知を行ない また他の農業者の斡旋などの措置をと る そして 
カ月以内に所有権移転が行われなかった場合には 開発等の制限は解除され転用売却など
が可能と なる
この改正生産緑地法の最大の特徴は 国および地方公共団体の責務と して 都市における農地
等の適切な保全を図ること を掲げ  第 条の  都市計画上郡市農業を明確に位置づけたこ と で
ある この新たな方針の提起は 長期営農継続農地制度の導入により 旧制度のより 戻しが行わ
れた翌  年の都市計画中央審議会中間答 申において すでに行なわれていた そこでは 制
度的にも 現在の市街化区域内の農地等を強制的かつ計画的に宅地化する実効手段に欠ける
ため 今後かなり の量の農地が市街化区域に残存すること が見込まれる と いう 認識の下 都市
的土地利用と非都市的土地利用が共存する状況をも市街地形態の一つとしてとらえ その共存
の状況を望ましいものに誘導していく こと が最も現実的で重要であるよ う に思われる として 市街
化区域内農地に対する新しい考え方を示している また同年国土庁土地問題懇談会の捷言に
おいても 今後の市街地整備にあたっては 市街地内の農地を一律に宅地と して転換するので
はなく 都市的土地利用と 農業適土地利用と の共存の場として考える必要があり 都市の活力と
田園のやすら ぎが調和し た市街地の実現を目指すべきである と いう 認識が示さ れている  改正
生産緑地法はこのよう な視点を明確化し たものであり 農地の有する緑地機能その他多面的な機
能を認め 従来の 一律宅地化 から 都市的土地利用と 非都市的土地利用と の共存 と いう 新し
い方針を示したものと いう こと ができる
しかし同時に この理念は必ずし も十分に実現されているとはいい難い 第  に同法では 生
産緑地地区の指定は農地保有者の意向を最優先して行なわれており 都市計画的な検討を経て 
五候敦 丸山康人 生産緑地法の改正と 都市計画 『 都市問題』 年 月 を参
照  

 いる ものではない しかも他方では   年の営農継続と いう 禁止的な厳しい要件を付与したため
改正生産緑地法は事実上 残された市街化区域農地を宅地化農地の方に追いやる制度と して
機能する可能性が極めて高いと 言わざるを得ない 実際 生産緑地の市街化区域内農地に対す
る指定率は 東京と 京都が  大阪  兵庫  奈良  と 市街化区域内農地の割 合
が高い地域では比較的高いものの その他の県ではほぼ  台にと どまっており 三大都市圏
平均でも  にすぎない
第 に 本来都市計画にと っての課題は 農地をはき出さ せること のみにあるのではなく 出て

きた農地を都市的土地利用と していかに方向づけるかと いう 点にある 前節でみたよう に 都市計

画法一固定資産税と いう 制度体系の基本的な問題点は 市街化区域内農地を 宅地化予備軍 

と 位置づける一方で 宅地化農地の利用についてはこれを市場の手に委ねたことにあった 改正





しい財政状況のゆえに これも十分に機能していない 例えば生産緑地の買い取り申請は   
 
年からの  年間にすでに  件発生しているが う ち買い取り はわずか  買い取ら ずに開発





し 続けているからである その一方では 規制緩和の風潮の中で市街化区域農地に対する新し
い攻撃が始まり つつある  農地 緑地を都市計画の一環と して位置づける さら なる施策がいま
求めら れているのである 
固定資産税改革の方向性
こ れまでわれわれは 開発税制と しての固定資産税が戦後の 日本における開発プロ セスの中で
果たしてきた役割を 工業化 都市化の つの局面について跡づけてきた それは一言で言えば
固定資産税は 国土総合開発法 都市計画法という つの開発法のサブシステムと して機能してき
た と いう こ と である そこで最後に 以上を  点にわたり 理論的に総括して 本稿の結籍にかえた
いと 思う
第に 固定資産税は工業化の過程において 地方 自治体独 自の利害を企業進出 地域開 
田代洋 都市農業と 土地問題 『 都市問題』   年  月  
例えば 行政改革委員会規制緩和小委員会は   年  月に 規制緩和に関する論点公
示 を行なっているが そこ では市街化区域について 点在する生産緑地は防災に役たたず 環
境の向上にもなっていない と 指摘し 税制上宅地並み課税を行ない積極的に農地を宅地化す
べき であると 述べ また生産緑地制度は 宅地並み課税をまぬがれること を制度化し たもの と 徹
底した攻撃を加えている 田代前掲書 を参照  

 発と 結びつけるよう な税 財政体系の一環と して設計さ れた もちろんその理論的な背景にあるの
は 国税は所得税などの応能税 そして地方税は土地税などの応益税が望ましいと する新古典派
の税理論であり 固定資産税の創設そのものはと く に開発の促進を念頭においていたわけではな
い それでは この理論と 現実の位相の相違はいったいどのよう に考えればよいのであろう か
戦後の先進国における開発体制は 一般に福祉国家の形態をと っている 福祉国家と は 生存
権や基本的人権を国家統合の理念と し 成長政策とフイ スカル ポリ シーを経済財政政策の基調
と しつつ 成長過程で生ずる所得格差と 地域的な不均衡を 所得再分配と 財政調整制度によっ
て平衡化しよう と する国家体制のこと である と ころでこのよう な国家体制は 必然的に中央集権型
の財政システムを持たざるを得ない なぜなら すべての国民の生存権を国家が保障しよう と すれ
ばそれは経済的には所得再分配国家たらざるを得ず それを効果的に実現しよう と すれば その
国家は中央集権型の財政を必要と するから である この財政システムの中央集権化は 寡を返
せば 地方 自治や地方の独立性を支える地方税の地位低下に他なら ない それは中央一地方間
の税体系と しては 所得税のよう に経済成長連合的で伸長性のある税が中央に集 中さ れ地方に
は伝統的な固定的財源があてがわれる と いう 基本パターンをと る この構造を開発体制と いう 面
からみるならば 国土開発を推進しよう と する中央は 基幹と なる税源を掌握し 地方交付税や補
助金を用いて地方を中央の統制下におく こと になるが同時に地方もまた 残さ れた独 自財源を
充実さ せるために開発志向たらざるを得ないことになる 開発税制と しての固定資産税の機能は
このよう な福祉国家における中央一地方間の財政関係を視野に入れて初めて その意味を十分
に把握できるよう に思われる
したがって 固定資産税を環境保全型税制と 組み替えていく ためには まずその資派配分機
能が財源調達機能に従属している現状を改める必要がある すなわち 財源の移転による地方分
権の実施を通じて 財源調達機能そのものを弱めていく ことが求めら れるのである その際には
従来の新古典派的税理論の枠組みそのものが ポスト 福祉国家の税理論と しての適合性を再検
討さ れなければなら ないであろう
第 に 都市化の過程においてこれを制御すべき都市計画法は 緑地から宅地の転換を 詳
細な都市計画 土地利用計画と 実効性ある規制を通じて行なう のではなく 農地 緑地所有者によ
る自由な土地売却宅地供給と 不動産資本を初めと する土地需要者による大幅な自由度を持
った開発行為を通じて行なおう と し た 固定資産税は このよう な開発方式の基盤をなす土地市場
形成のための用具と して機能すべく 位置づけら れた
一方 都市化 工業化と 緑地の宅地転換に対する最も重要な対抗制度と して機能してきた農地
法的土地所有は 戦後の高度成長の過程で緑地保護機能を失った 農地法的土地所有は 生
存権と しての土地所有 土地商品化 市場化の制限性 所有と 利用の不可分性と いった特色がセ
ット で存在することにより その緑地保護機能を発揮する しかし この  つの特色のう ち前二者を 
佐藤進 林健久編『 地方財政読本 第 版』 東洋経済新報社  年  
 失った農地法的土地所有は もはや農地を保護する社会的正当性を与えることができず 他方唯
一残さ れた所有と 利用の不可分性と いう 土地観念は 周知のよう に 土地利用に公共的介入を行
なう 都市計画の実施と 計画的土地利用に対する最大の障害と して機能し続けている また生産緑
地法は 都市農地の保護に対して 従来の生存権的アプローチとは異なる都市計画論的アプロ
ーチを提示したものであったが 農地所有者の 自発性に依拠した土地利用手法は都市計画法の
それを踏襲したものにすぎず税制面からみても 開発税制 と しての固定資産税の性格そのも
のに触れるよう な改革が行なわれているわけではない 都市計画法一固定資産税という 開発制度
の根幹は いまだに維持さ れているのである
問題は 制度が 開発 をどのよう に捉えているかにかかっている 都市計画法一固定資産税と
いう 都市土地利用の制度体系が依拠している土地利用の基本原則は 実質的には 土地の開発
を土地所有者の 自由に委ねると いう 開発 自由の原則 である 都市計画法は区域区分に基づ
く 開発許可制度の建て前をと っているが 通常 許可 と いう のは当該行為についての一般的禁止
を前提と する概念であるから 開発許可制度の設定は観念的には 開発不 自由の原則 を採った
こと を意味する ㌔しかし実際には この法律では 開発 行為の中に建物建築が含まれずそれ
は 建築 自由の原則 に基づく 建築基準法の適用下に置かれている しかも 計画通り に開発を
制御していく ための規制手段も担保さ れていない かかる土地利用の基底にあるのは 開発行為
を土地所有者の権利と 捉える考え方であり そしてこの開発権思想を支えているのが 所有と 利用
の不可分性と いう 農地法的土地所有に残された土地観念なのである このよ う な 開発 をベース
と する制度体系にあっては 保全は結局のと ころ開発の 特例 と してしか位置づけること はできな
いであろう 固定資産税もまた その 開発バイアス と しての基本性格を保持し 続け 農地は経済
情勢や地価の動向に応じて 今後も宅地並み課税の圧力にさら さ れることになる
それでは 環境保全型税制改革の一環と しての固定資産税改革が依拠すべき論理とは何か
それは 開発にかわって保全を土地利用の基調と する 開発不 自由の原則 に他なら ない 保全
ではなく 開発を社会的公共的土地利用の例外と するこの原則の下でこそ自然保護やアメ ニティ
保全に役立つ土地利用を保証すること ができる 固定資産税を含めた土地税制の改革は この原
則を社会に定着さ せ土地の所有と 利用を分離すると いう 困難ではあるが不可欠の課題を実現す
るための挺子と して用いるこ と ができるであろう  
大泉 山田 前掲書   なお 都市計画法と 建築基準法の論理の矛盾については 例えば
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